
資料№1

１ 計画の概要 ２ 改訂の内容

（１）背景と目的

（２）計画の位置付け

（３）計画期間

「総合管理計画」及び「個別施設計画」は下記のように位置付けられています。

３ 人口、財政、及び公共施設等の現況

佐久市公共施設等総合管理計画及び個別施設計画の骨子案の概要について 令和8年8月24日（月）～8月27日（木）
企画課 公共施設適正化推進係

国の指針等により示されている留意事項等を踏まえるとともに、総合管理計画の改訂及び個別施設計画

の策定を行った令和3年度から５年経過する中で、施設保有量の変化や将来的な財政状況の見通し等を反映

し、分析を行った上で、総合管理計画及び個別施設計画の改訂を行います。

（１）公共建築物の保有量

公共建築物全体の総量は、令和7年度末で447,053.3㎡（令和2年度末454,066.42㎡）となっており、

内訳として、学校が最も多く37.8％、次いで公営住宅が13.5％となっています。

【施設分類別の割合】

本市では、少子高齢化の進行に伴い、生産年齢人口の減少による税収減少や社会保障関連経費の増加など、

厳しい財政状況が見込まれる中において、今後発生しうる建築物や道路、橋などの「公共施設等」の更新や

維持にかかる多額の費用への対応に向けて、公共施設等の適正な配置や管理の効率化を図るため、平成28年

度に「佐久市公共施設等総合管理計画（以下「総合管理計画」という。）」を策定し、令和3年度に一部改訂

を行いました。

また、総合管理計画に掲げる数値目標の達成を目指し、具体的な取組を着実に進めていくため、令和3年度

に「佐久市個別施設計画（以下、「個別施設計画」という。）」を策定しました。

令和3年度の改訂から5年が経過する中で、社会情勢は絶えず変化しており、公共施設を取り巻く現状や課

題を整理し、定期的な見直しを行うことが必要となることに加え、総合計画や行政改革大綱の計画期間と連

動し、5年毎に見直すこととしていることから、「総合管理計画」及び「個別施設計画」の改訂を行います。

令和9年度から令和38年度までの30年間

計画の連続性を保ち、進捗を正しく評価・管理するため、前回改訂時に設定した終期は変えず、令和9年

度から令和38年度までの30年間を計画期間とします。

ただし、計画策定後の社会経済情勢の変化、法令等の改正、ニーズや利用状況の推移、施設整備の進捗等

を踏まえ、5年ごとを原則として計画内容の見直しを行うこととします。

R9 … R13 … R38

公共施設等総合管理計画

個別施設計画

５年毎に改訂

５年毎に改訂
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（３）年齢別人口の見通し

（２）公共建築物の整備状況

【年度別公共建築物整備状況】

４ 公共施設等の将来更新費用に係る算出条件

将来更新費用及び長寿命化に要する費用の算出条件

以下の条件で算出します。

5 基本的な方針

公共施設等の総合的な管理には、持続可能な行財政経営の視点から、施設の規模や数を適正化することが
不可欠です。そのため、具体的な取組を進める仕組みの整備や情報の一元管理など、効率的な推進環境を整
える必要があります。この考え方を実現するため、引き続き「４つの見直し」と取組方針に基づき、公共施
設マネジメントを進めていきます。

①量的見直し ②質的見直し ③費用負担の見直し ④管理体制の見直し

・公共施設サービスの適正化

・公共建築物の複合化･多機能化

・統廃合公共施設、

低・未利用地の活用

・将来的な利用者の状況を考慮

した公共施設等の配置の適正化

・公共施設等の長寿命化、

耐震化の推進

・公共施設等の維持管理の効率化

・公共施設等の利用促進

・新たな事業手法などの導入

・費用負担の見直し ・情報の一元的管理

・公共施設等の総合的な

管理のための推進体制の構築

・職員の意識改革

・市民と行政の最適化に向

けての意識の共有

＜公共施設の最適化の取組例＞

例1 複合化･多機能化 例2 統廃合(低･未利用地の活用) 例3 新たな事業手法(民間活力導入)

1つの施設で異なる複数のサービス

が提供されることで、新たな価値が

生まれ、サービスの向上を期待する

ことができます。

Ａ Ａ Ｂ
Ｂ

空きスペースのある施

施設① 施設②

Ｃ Ｃ

施設③ 施設④

利用率の低い施設などについて、近隣

施設にある同種の公共サービスと統合

することで、土地や建物の有効活用を

期待することができます。

施設④に統合

Ｄ Ｄ
施設⑤ 施設⑤’

民間事業者のノウハウを活用したサービス向

上やコストの軽減を期待することができます。

土地･建物の管理も含めて
民間でサービスを提供市がサービス提供

民間が

サービス提供

土地や建物は市が保 土地や建物を民間が保有

公共建築物の延床面積は、令和8年度時点で長寿命化改修を検討する必要がある築後40年以上経過し

た施設が127,753㎡（約28.6％）、大規模改修を検討する必要がある築後20年以上40年未満の施設

が173,160㎡（約38.7％）に達しています。

公共建築物の老朽化は確実に進行しており、長寿命化や集約化などの適切な対策が必要です。

佐久市人口ビジョン（令和7年度改訂版）の推計では、令和52年の総人口を89,384人としており、

令和2年の国勢調査人口と比較すると約9%減少することが見込まれています。

また、財源基盤を担う生産年齢人口については、令和52年には44,941人となり、令和2年の国勢調

査時と比較して約19％減少することが見込まれていることから、持続可能な行財政経営へのシフトが必

要です。

（人）
【今後の人口の推移】

≪更新費用の算出条件≫

１.公共施設等の時点 令和7年度末時点

２.施設の建替周期
「一律60年」から「軽量鉄骨造40年、木造・コンクリートブロック造60年、
それ以外80年」に変更

３.改修等の実施周期
「建築から30年目に大規模改修実施」から「建築から20年目に大規模改修、
40年目に長寿命化改修を実施」に変更

４.施設の更新単価
「施設類型分類ごと」の更新単価から「部位（屋根・外壁等）ごと」の更新単価
に変更

５.試算対象期間

令和9年度から令和48年度の40年間
※建替周期の延伸等に伴い、令和45年から令和46年にかけて更新費用のピーク
を迎えることが見込まれることから、試算対象期間を本計画の終期である令和
38年までの30年間ではなく、令和48年までの40年間に設定しました。
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4（2）将来更新費用と充当可能財源の比較

■更新費用試算額と財政シミュレーションの関係について

ここから算定された不足額から縮減目標を設定しています。

これに対して、本業務では「更新費用試算額」を財政シミュレーションに取り込み、

歳出入の推計結果から、「施設等関連費用に必要な金額」と「施設等関連費用に使用可能な金額」を抽出し、

これを比較したものが、左の「施設等関連費用の必要額と使用可能額の比較」図表になります。

なお、施設等関連費用を構成する金額は下記のとおりです。

【施設等関連費用に必要な金額】

【施設等関連費用に使用可能な金額】

令和7年度末時点において、市で保有している公共施設等について、今後も同じ規模で維持し続けると

仮定し、今後40年間の更新費用を試算しました。結果は約3,428.1億円で、単年度当たりの更新費用は

約85.7億円となります。前回（令和2年度時点）の試算（約82.4億円/年）と比較すると、単年度当たり

の費用は年間約3.3億円増加しています。これは、算定条件をより実態に即した内容に見直したことによ

るものです。

■物価上昇：施設の建替・更新に係るコストが、前回改訂時（令和2年度数値）と今回（令和7年度数

値）を比較して約22.2％上昇

■長寿命化の反映：一律60年だった建替周期を構造別（最長80年）に見直し、適切な改修で建物を

長持ちさせる試算へ変更

■試算の精緻化：「屋根・外壁・設備」などの部位ごとに細かく計算する事で、試算の精度を向上

■全体面積の減少：規模の適正化により、全体面積が令和2年度から約7,000㎡減少

（１）将来更新費用の試算結果

●将来更新費用

【令和7年度時点】 今後40年間で約3,428.1億円（約85.7億円/年）

【将来更新費用の比較（令和2年度と令和7年度）】

（２）施設等関連費用の必要額と使用可能額の比較

更新費用の試算結果をもとに財政シミュレーションを実施し、公共施設等にかかる中長期的な経費と財

源を推定しました。現状の維持・更新に必要な費用を「施設等関連費用に必要な金額」、充当できる財源

を「施設等関連費用に使用可能な金額」として試算しています。

試算の結果、現状の公共施設等をそのまま維持・更新する場合、40年間で約4,565億円が必要となる

一方、使用可能な金額は約3,606億円にとどまり、約959億円（年平均約24億円）の財源不足が見込ま

れます。グラフ上でも、ほとんどの年で「必要な金額（棒グラフ）」が「使用可能な金額（折れ線グラ

フ）」を上回っており、単年度で財源を賄えている年はわずかです。

ここにインフラ施設（道路、農林道、橋りょう）の長寿命化対策や維持管理の効率化を行うことで、財

源の不足額は下記のグラフのとおり約628億円まで圧縮される見込みとなりますが、今後、人口減少に

伴い財源不足がさらに深刻化するため、施設の優先順位を明確にし、計画的な廃止や再編・統合を進める

必要があります。

６ 公共施設等の将来更新費用と充当可能財源の検討

更新 （インフラ長寿命化対策後）

将来の更新費用の推計（令和７年度時点）

項目 40年間の総額(百万円) 年換算額(百万円)

施設等関連費用に必要な金額 456,465 11,412

施設等関連費用に使用可能な金額 360,607 9,015

差額(財源の不足額) 95,858 2,397

項目 40年間の総額(百万円) 年換算額(百万円)

施設等関連費用に必要な金額 412,999 10,325

施設等関連費用に使用可能な金額 350,186 8,755

差額(財源の不足額) 62,813 1,570
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6（３）目標値算出条件

「施設等関連費用の必要額と使用可能額の比較」における「財源の不足額」を元に、

「必要額をどの程度まで減らせば使用可能額と均衡するか」を金額ベースで算定します。

右図参照(サンプル)

30年間の必要額合計（A）を1%ずつ減らしていった場合、

必要額が1%減るたびに浮いた維持管理費や事業運営費を施設投資へ再充当できると仮定して、

使用可能額合計（B）へ加算します。

この必要額（青線）と使用可能額（黄線）が交差して一致するポイント（33.50%）を、

財政均衡を達成するために必要な「財政均衡縮減率」として算出しています。

「（２）将来更新費用と充当可能財源の比較（個別施設計画反映）」で、

約235億円が不足すると試算されましたが、

上記の前提に基づいて財政均衡縮減率を算定すると5.5％となります。

「40年間で必要な施設等関連費用に必要な金額」②から、

「財政均衡点（5.5％）における金額」③を減じた額が、本計画において必要な削減額となります。

「⑥公共施設のみで達成する場合の縮減率」の考え方について

財政均衡縮減率「5.5％」を、公共施設の削減のみで実現すると考える場合のロジックです。

本計画におけるハコモノとインフラの更新費用試算額の割合は以下のとおりです。

全体の縮減率「5.5％」を、公共施設のみで実現しようとする場合、

公共施設だけで、20,171百万円(5.5％)の削減を請け負うことになります。

ここで削減される金額は「更新費用試算額」ではなく、「施設等関連費用に必要な金額」となります。

公共施設のみで全体の縮減率を賄おうとする場合の比率は、下記により求められます。

「削減すべき金額20,171百万円」÷「公共施設の施設等関連費用に必要な金額169,011百万円」

この比率を保有面積に転嫁することで、削減すべき面積が導出されます。

７ 公共施設等の削減目標値の設定

将来世代に負担を残さず健全な財政を維持するため、施設ごとに目標を分担し、具体的な対策による公

共施設の適正化に取り組む必要があることから、削減目標値を次の算出条件により定めます。

（１）目標値算出条件

『６（２）将来更新費用と充当可能財源の比較』における試算では、インフラ施設（道路、農林道、橋

りょう）の長寿命化対策後の財源の不足額が、約628億円（年平均約16億円）となる見込みとなりまし

たが、公共建築物に係るコストには、施設の点検・清掃・補修などの維持管理費も計上されており、公共

建築物の延床面積を削減すると、この維持管理費も縮減されることになります。

維持管理費用の縮減分を公共建築物の更新費用に使用可能な金額として充当すると、今後40年間で約

548億円の財源不足となる見込みのため、全体で約13％のコスト削減が必要となります。

公共建築物だけでコスト削減を図る場合、実質的な目標は24.1％となり、この「24.1％の削減」を建

物面積として捉えると、現在の総延床面積から約10.8万㎡を減らし、将来の保有量を「約33.9万㎡以

下」に抑える必要があります。

（２）削減目標

この結果を踏まえ、公共施設等の適正化（最適化）を進めるため、今後40年間での最終目標及び計画

期間内（令和38年度までの30年間）に達成すべき目標を以下のとおり設定します。

・今後40年間における最終目標に向け、計画期間の令和38年度までに約411

億円（年額約13.7億円）の経費を削減、または、財源を確保します。

・面積に換算した場合、公共建築物の延床面積の約18.1%（約8.1万㎡）を段

階的に削減することを目指します。

更新の平準化などにより、更新費用を年額約33.7億円に抑制し、今後30年間

で約326億円の経費を削減、または、財源を確保します。

各公営企業会計内で、病院改革プランや経営戦略に基づき、将来の施設の更新

にかかる財源を確保するための施策を推進します。

公共建築物

インフラ施設

公営企業会計施設

・公共施設等の削減を含む適正化（統廃合、集約化、民間活用等）やサービス

の見直し（民間委託や利用料金の改定）等により、インフラ施設（道路、農林

道、橋りょう）を除いた公共建築物は、今後40年間で約548億円の経費削減

または財源確保を目指します。

・面積に換算した場合、公共建築物の延床面積を約24.1%（約10.8万㎡）削

減します。

【最終目標（公共建築物）】今後40年間における目標

【計画期間内における目標】令和38年度までの30年間における目標

「必要額（青色線）をどれだけ減らせば、使用可能額（黄色線）

と均衡するか？」を算出し、均衡点を「達成しなければならない

削減率（13.3％）及び削減額（54,777百万円）」とする。

必要額（青線）を１％ずつ減らす（延床面積

を削減する）たびに、浮いた維持管理費や事

業運営費を、使用可能額（黄線）へ加算する。

②40年間での

必要額

412,999百万円

40年間での

使用可能額

350,186百万円

施設等関連費用に必要な金額 施設等関連費用に使用可能な金額（補助・起債固定） ●財政均衡縮減率

③必要額（青色線）と使用可

能額（黄色線）が均衡する点

358,222百万円

⑤財政均衡縮減率

13.3％

項目 項目

①：総延床面積（令和7年度末時点） 447,053 ㎡ ⑤：財政均衡縮減率（④÷②） 13.3 ％

③：均衡点における金額

※延床面積の削減に伴う維持管理費の縮

減分を、「施設等関連費用に使用可能な金

額」に充当し、「施設等関連費用に必要な

金額」と等しくなる均衡点における金額

358,222 百万円 ⑦：縮減目標面積（①×⑥） 107,740 ㎡

④：削減必要額（②－③） 54,777 百万円 ⑧：縮減後の総延床面積（①－⑦） 339,313 ㎡

数値 数値

②：施設等関連費用に必要な金額 412,999 百万円

⑥：上記⑤を公共施設のみで

　　　達成する場合の縮減率

※④の「54,777百万円」は公共建築物・インフラ施設をあわせた全体で必要

な削減額です。

※公共建築物だけで「54,777百万円」の削減を図るには、

54,777百万円÷227,108百万円（②のうち公共建築物に必要な金額）

=24.1％　となります。

24.1 ％
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総合管理計画及び個別施設計画の対象施設は、以下のとおりとします。

【対象施設（公共建築物）】

・総合管理計画：下表に記載した全施設

・個別施設計画：下表に記載した施設のうち、別途計画を策定している市営住宅と都市公園を除いた

全施設

【施設の評価フローチャート】

基本方針

【２次評価】

政策優先度

施設の方向性

【１次評価】 維持 改善

高 低

見直し

低 高

機能保持 総量コントロール 建替再整備
公共施設等の最適
化の観点から、調
整する場合あり

施設不足の解消

不足
※

※利用圏域や施設配置、満足度、ニーズ等を総合的に勘案し、代替施設とな
りうる施設が周辺に存在しない場合や、代替施設を活用しても不足する場
合は「施設不足の解消」を選択する。

高・低

健全性
機能性

経済性

良 劣

良 劣良 劣

【施設の評価フローチャート】

８ 個別施設計画における施設評価及び適用可能な手法の選定

（１）施設評価

ア １次評価

イ ２次評価

施設ごとの「政策優先度（防災性や施設配置、代替性、利用者ニーズ等）」について、一定の

評価基準に基づき、「高」「低」のいずれかで評価します。

この評価結果を踏まえ、施設の基本方針を「機能保持」「総量コントロール」「建替再整備」

のいずれかで判定します。

施設ごとの「健全性・機能性（躯体の健全性（剥離・ひび割れ）や外壁・屋根・内装の劣化状

況等）」及び「経済性（施設の収入や利用者数、稼働率、維持管理費等）」について、一定の評

価基準に基づき、「良」「劣」のいずれかで評価します。

この評価結果を踏まえ、施設の方向性を「維持」「改善」「見直し」のいずれかで判定します。

８ 対象施設（公共建築物） ９ 個別施設計画における施設評価及び適用可能な手法の選定

施設数
（令和7年
度末時点）

延床面積（㎡）
（令和7年度末時点）

主な施設

庁舎等 9 29,909.40 本庁舎、支所、出張所など

その他行政系施設 3 1,107.9 防災備蓄庫、倉庫など

公民館 6 13,023.9 市民創錬センター、浅間会館など

集会施設 3 7,388.2 生涯学習センター、あいとぴあ臼田など

その他集会施設 24 7,078.7 浅科人権センター、望月人権センターなど

文化施設 3 10,650.4 佐久平交流センター、コスモホールなど

資料館・博物館等 10 7,397.3 近代美術館、旧中込学校資料館など

図書館 5 4,856.1 図書館

スポーツ施設 32 37,478.3 佐久総合運動公園、総合体育館など

レクリエーション施設・観光施設 9 3,592.5 プラザ佐久、クラインガルテン望月など

保養施設 6 9,241.3 もちづき荘、布施温泉など

保健施設 5 3,611.7 佐久市保健センター、臼田健康活動サポートセンターなど

障がい者福祉施設 9 5,386.3 佐久市療育支援センター、共同作業センターなど

高齢者福祉施設 10 24,738.2 シルバーランドきしの、デイサービスセンターなど

保育所 14 14,990.2 保育園

幼児・児童施設 22 10,809.4 児童館、子ども未来館など

小中学校 21 163,411.3 小学校、中学校

その他教育施設 6 5,408.6 給食センターなど

市営住宅 市営住宅【別途策定済み】 348 60,554.5 市営住宅など

産業系施設 産業系施設 13 14,152.3 道の駅、望月土づくりセンターなど

医療施設 医療施設 2 465.6 診療所

都市公園【別途策定済み】 48 9,141.6 平尾山公園、駒場公園など

その他公園 8 395.1 その他公園

その他施設 その他施設 52 2,264.7 公衆トイレ、駐輪場など

272 377,357.3 ※市営住宅及び都市公園を除く

668 447,053.3 ※市営住宅及び都市公園を含む全施設

保健・福祉施設

施設分類別

行政系施設

社会教育系施設

スポーツ・
レクリエーション系
施設

市民文化系施設

子育て支援施設

学校教育系施設

公園

合計（個別施設計画の対象施設）

合計（総合管理計画の対象施設）
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以下のスケジュールで両計画の改訂を行います。

９ 個別施設計画における対策内容及び対策実施時期の決定、計画の推進につい

（２）適用可能な手法の選定

「（１）施設評価」で検討した施設の基本方針に基づき、「適用可能な手法」を検討しました。

下記のとおり「１次評価」と「政策優先度」を２軸とするマトリクスを用い、このマトリクスによ

り導き出された基本方針に対応する適用可能な手法を選定しました。

施設ごとに「基本方針及び適用可能な手法の検討に係るマトリクス」により導き出された基本方針

に対応する適用可能な手法の選択を行い、具体的な対策内容及び実施時期について検討します。

検討に当たっては、総合管理計画において掲げた目標数値との整合や、公共施設の最適化や財政負

担の軽減といった観点などから総合的な判断を行います。

決定した対策内容及び対策実施時期について、着実かつ効率的に推進するために、定期的な進捗管

理を行い、持続可能な行財政経営を行うための総合管理計画において掲げる延床面積削減目標の達成

を目指します。

【基本方針及び適用可能な手法の検討に係るマトリクス】

１１ 改訂までのスケジュール

１０ 個別施設計画における対策内容及び対策実施時期の決定、計画の推進について

令和8年度 庁内 行政改革推進委員会 市民 議会

1月

2月

3月

7月

8月

9月

10月

11月

12月

骨子案審議 タウンミーティング・
パブコメ

タウンミーティング、
パブコメの意見に対

する検討→庁内調整

（素案作成）

素案審議

住民説明会・パブコメ

素案説明

確定案審議・答申

計画改訂

確定案作成・住民説明
会、パブコメの意見に

対する検討

骨子案作成
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